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�．はじめに

韓国では零細企業が占める割合がかなり高い。韓国の統計庁が実施している

「全国事業体調査」によると，２０１０年の総事業体数が３，３５５，４７０件であるのに

対し，従事者１～４人の事業体数は２，８０４，６２０件と全体の８３．６％を占めている

（KOSIS，２０１２年８月１４日検索）。また，韓国の全労働者のうち自営業部門に

属する労働者の割合は３割程度と高く，国民経済に占める自営業部門の重要性

は大きい。しかし，近年自営業の衰退が社会問題化している。国内景気が長年

停滞状況にあるにもかかわらず，自営業者が過剰供給状態におかれているため

競争が深刻化している。また，生計維持型自営業者の多い小売業や飲食業にお

いてフランチャイズや大型スーパーが台頭し，自営業者の経営に大きな打撃を

与えている。このような環境の中，自営業部門における報酬や労働条件は悪化

するとともに，自営業から賃金労働者への転職も困難になるなど，自営業者を

取り巻く環境が悪化している。

本稿は，韓国における自営業労働市場について一考察を行うものである。ま

ず，自営業労働市場の規模について説明し，産業別・性別・年齢階層別・学歴

別に非賃金労働者の特徴について考察する。次に，事業の継続性・所得水準・

労働時間・休日日数など非賃金労働者の就労状況や，国民年金・雇用保険・労

働災害保険など社会保険への加入状況について考察し，問題点について検討す

る。

�．自営業労働市場の規模

１９６０年代の韓国では非賃金労働者（自営業者と無給家族従事者）が労働者全

体に占める割合は６割台であったが，高度経済成長期に非賃金労働者が全体に
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占める割合は低下し，１９９０年には３９．５％と４割を切った（KOSIS，２０１２年８月

１４日検索）。ただし，自営業者が減少しているのは農林漁業就業者が急激に減

少したためであり，都市自営業者（非農林漁業自営業者）は１９６０年代以降むし

ろ増加していった（有田，２００７，p.２８）。

高度経済成長期が終息した９０年代に入ってから非賃金労働者の割合の低下

は，１９９７年１２月に発生したIMF経済危機により，一度収まった。IMF経済危機

の発生により数多くの企業が倒産し，倒産を免れた企業も数多くが人件費削減

のために整理解雇や早期退職などリストラを実施した。そのため，失業率は

１９９７年が２．６％であったのに対し１９９８年には７．０％まで急速に上昇した（韓国労

働研究院，２０１２，p.１６）。一方，自営業部門はリストラされた労働者の「雇用

吸収弁」の役割を行った。１９９８年の非賃金労働者の割合は３８．３％と１９９７年

（３６．８％）より１．５ポイント増加した（図表１）。図表１を見ると，１９９９年から

雇用員がいない自営業者数が，２０００年から雇用員がいる自営業者数が，それぞ

れ増加していることがわかる。IMF経済危機以降，失職者，特に男性が生計維

持を目的とする創業が大幅に増加した（イ・ビョンヒ，２０１２，p.１９３）。従来

韓国では自営業が農民やブルーカラーからの移動先であったが，IMF経済危機

以降，中壮年ホワイトカラーが自営業に参入するようになった（李莎梨，２００９）。

経済危機直後に急上昇した失業率は急速に低下し２００２年には３．１％にまで回復

したが（韓国労働研究院，２０１２，p.１６），その要因の一つとして自営業部門の

高い雇用吸収力が考えられる（有田，２００７，p.２５）。

しかし，「カード大乱」とよばれるクレジットカード信用不良者増加問題の

発生によって２００３年から国内景気が冷え込んだことを契機に自営業者間の競争

が深化し，それまでの自営業部門の拡大傾向に歯止めがかかった。まず２００３年

に雇用員がいない自営業者数と無給家族従事者数がそれぞれ前年比で１０万人以

上減少し，その後も減少し続けた。雇用員がいる自営業者数も２００５年からは減

少に転じた。２００５年５月３１日に中小企業委員会は各政府部署と共同で「零細自

営業者対策（５．３１対策）」を発表し，労働部は零細自営業者に対する求職登録・

職業相談・職業訓練・就業斡旋を連携させた雇用支援サービスなど転職支援を

行うことになった（イ・スンニョル，２０１１b，p.１，２）。２００５年から２０１０年ま

で自営業者・無給家族従事者ともに一貫して減少傾向が見られる。特に，世界

金融危機が発生した２００８年以降減少幅が大きく，非賃金労働者数は２００８年から

７８ 駿河台法学 第２６巻第２号（２０１３）



〈図表１〉 従事上地位別労働者数と割合（１９９７年～２０１１年）
（単位：千人，％）
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１，７２０
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１９９９
２０，２９１

（１００．０）

７，６２８

（３７．６）

５，７０３

（２８．１）

１，３５１

（６．７）

４，３５１

（２１．４）

１，９２５

（９．５）

１２，６６３

（６２．４）

６，１３５

（３０．２）

４，２５５

（２１．０）

２，２７４

（１１．２）

２０００
２１，１５６

（１００．０）

７，７９５

（３６．８）

５，８６４

（２７．７）

１，４５８

（６．９）

４，４０７

（２０．８）

１，９３１

（９．１）

１３，３６０

（６３．１）

６，３９５

（３０．２）

４，６０８

（２１．８）

２，３５７

（１１．１）

２００１
２１，５７２

（１００．０）

７，９１３
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６，０５１

（２８．１）

１，５５４

（７．２）

４，４９７

（２０．８）

１，８６３

（８．６）

１３，６５９

（６３．３）

６，７１４
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４，７２６

（２１．９）

２，２１８

（１０．３）

２００２
２２，１６９

（１００．０）

７，９８８

（３６．０）

６，１９０

（２７．９）

１，６１７

（７．３）

４，５７４

（２０．６）

１，７９７

（８．１）

１４，１８１

（６４．０）

６，８６２

（３１．０）

４，８８６

（２２．０）

２，４３３

（１１．０）

２００３
２２，１３９

（１００．０）

７，７３６

（３４．９）

６，０４３

（２７．３）

１，６２９

（７．４）

４，４１３

（１９．９）

１，６９４

（７．７）

１４，４０２

（６５．１）

７，２６９

（３２．８）

５，００４

（２２．６）

２，１３０

（９．６）

２００４
２２，５５７

（１００．０）

７，６６３

（３４．０）

６，１１０

（２７．１）

１，６７９

（７．４）

４，４３１

（１９．６）

１，５５３

（６．９）

１４，８９４

（６６．０）

７，６２５

（３３．８）

５，０８２

（２２．５）

２，１８８

（９．７）

２００５
２２，８５６

（１００．０）

７，６７１

（３３．６）

６，１７２

（２７．０）

１，６６４

（７．３）

４，５０８

（１９．７）

１，４９９

（６．６）

１５，１８５

（６６．４）

７，９１７

（３４．６）

５，０５６

（２２．１）

２，２１２

（９．７）

２００６
２３，１５１

（１００．０）

７，６００

（３２．８）

６，１３５

（２６．５）

１，６３２

（７．０）

４，５０３

（１９．４）

１，４６６

（６．３）

１５，５５１

（６７．２）

８，２０４

（３５．４）

５，１４３

（２２．２）

２，２０４

（９．５）

２００７
２３，４３３

（１００．０）

７，４６３

（３１．８）

６，０４９

（２５．８）

１，５６２

（６．７）

４，４８７

（１９．１）

１，４１３

（６．０）

１５，９７０

（６８．２）

８，６２０

（３６．８）

５，１７２

（２２．１）

２，１７８

（９．３）

２００８
２３，５７７

（１００．０）

７，３７１

（３１．３）

５，９７０

（２５．３）

１，５２７

（６．５）

４，４４３

（１８．８）

１，４０１

（５．９）

１６，２０６

（６８．７）

９，００７

（３８．２）

５，０７９

（２１．５）

２，１２１

（９．０）

２００９
２３，５０６

（１００．０）

７，０５２

（３０．０）

５，７１１

（２４．３）

１，５１７

（６．５）

４，１９４

（１７．８）

１，３４１

（５．７）

１６，４５４

（７０．０）

９，３９０

（３９．９）

５，１０１

（２１．７）

１，９６３

（８．４）

２０１０
２３，８２９

（１００．０）

６，８５８

（２８．８）

５，５９２

（２３．５）

１，４９９

（６．３）

４，０９３

（１７．２）

１，２６６

（５．３）

１６，９７１

（７１．２）

１０，０８６

（４２．３）

５，０６８

（２１．３）

１，８１７

（７．６）

２０１１
２４，２４４

（１００．０）

６，８４７

（２８．２）

５，５９４

（２３．１）

１，５０５

（６．２）

４，０８８

（１６．９）

１，２５４

（５．２）

１７，３９７

（７１．８）

１０，６６１

（４４．０）

４，９９０

（２０．６）

１，７４６

（７．２）

２０１２
２４，６８１

（１００．０）

６，９６９

（２８．２）

５，７１８

（２３．２）

１，５４９

（６．３）

４，１６９

（１６．９）

１，２５１

（５．１）

１７，７１２

（７１．８）

１１，０９７

（４５．０）

４，９８８

（２０．２）

１，６２７

（６．６）

注：括弧内の数値は全体に対する割合。

出所：KOSIS（２０１３年１月２４日検索）から作成。
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〈図表２〉 OECD諸国の自営業人口規模と一人あたりGDP

国 名 国民一人当たりGDP（ドル） 非賃金労働者の割合（％）

オーストラリア ４０，７９０．０ １１．６

オ ー ス ト リ ア ４０，０６４．８ １３．８

ベ ル ギ ー ３７，８８０．７ １４．４

カ ナ ダ ３９，０５０．０ ９．２

チ リ １６，１５５．９ ２６．５

チ ェ コ ２５，２５７．８ １７．８

デ ン マ ー ク ４０，１８９．９ ８．８

エ ス ト ニ ア ２０，３９３．３ ８．３

フ ィ ン ラ ン ド ３６，３０７．０ １３．５

フ ラ ン ス ３３，６７６．０ ９．２

ド イ ツ ３７，７２３．３ １１．６

ギ リ シ ャ ２８，４４３．８ ３５．５

ハ ン ガ リ ー ２０，５５５．６ １２．３

ア イ ス ラ ン ド ３５，５９２．６ １２．６

ア イ ル ラ ン ド ４０，４７８．１ １７．４

イ ス ラ エ ル ２６，５３１．１ １２．８

イ タ リ ア ３１，９１１．１ ２５．５

日 本 ３３，７８５．２ １２．３

韓 国 ２８，７９７．３ ２８．８

ルクセンブルク ８２，９８１．４ ５．９

メ キ シ コ １５，１９５．０ ３４．３

オ ラ ン ダ ４１，２４４．０ １３．５

ニュージーランド ２９，３８６．２ １６．３

ノ ル ウ ェ ー ５７，２５９．４ ７．７

ポ ー ラ ン ド １９，９０８．２ ２２．８

ポ ル ト ガ ル ２５，４４４．３ ２２．９

ス ロ バ キ ア ２３，２６３．６ １６．０

ス ロ ベ ニ ア ２６，９４１．０ １７．３

ス ペ イ ン ３１，９０３．８ １６．９

ス ウ ェ ー デ ン ３９，３４５．６ １０．９

ス イ ス ４６，３４２．８ １０．６

ト ル コ １５，５７０．６ ３９．１

英 国 ３５，７５５．９ １３．９

米 国 ４６，５８７．６ ７．０

注：２０１０年基準（フランス・ルクセンブルク・オランダ・ニュージーランド・スイスは２００９

年基準）。

出所：OECD（２０１１）, p.１６１; OECD. Stat（２０１２年８月２７日検索）から作成。
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２０１０年にかけて５１万人（うち雇用員がいる自営業者は３５万人）減少している。

また，大型スーパーやフランチャイズの進出，消費者の嗜好の変化も非賃金労

働者数が２０００年代後半に減少している要因の一つとして挙げられる。経済のグ

ローバル化が進展するに伴い，零細自営業者が多く存在するサービス業で大型

化・専門化が加速していることと，国民所得の増大による消費形態の変化，す

なわち大型スーパーやフランチャイズ嗜好の傾向は，零細自営業者の競争力を

急速に低下させ，経営難をもたらしている（クム・ジェホ，２００９a，p.１０；ク

ム・ジェホ，２００９b，p.１）。

このように自営業者をめぐる経営環境が悪化しているにもかかわらず，２０１１

年から２０１２年にかけては自営業者が増加している。２０１２年の非賃金労働者は

７１２万５千人と２０１１年（６８４万７千人）より２７万８千人増加しており，自営業者・

無給家族従事者ともに増加している（図表１）。

では，韓国における非賃金労働者の規模を国際比較すると，どれぐらいの水

準に属するのであろうか？図表２は，OECD加盟国における国民一人当たり

GDPと就業者に対する非賃金労働者の割合をグラフにしたものである。韓国

は２８．８％であり，トルコ（３９．１％），ギリシャ（３５．５％），メキシコ（３４．３％）

に次ぎ４番目に高い数値である。政治経済的に関係が深い日本（１２．３％）や米

国（７．０％）と比べても，相当高いことがわかる。また，国民一人当たりGDP

が近い国家と比較すると，非賃金労働者の割合はどうであろうか？韓国

（２８，７９７．３ドル，２８．８％）は，ギリシャ（２８，４４３．８ドル，３５．５％）よりは低い

ものの，ニュージーランド（２９，３８６．２ドル，１６．３％）よりは高い。また，トル

コ・ギリシャ・メキシコを除き，韓国より国民一人当たりGDPが低い国家は

非賃金労働者の割合も韓国より低い。すなわち，韓国は国民一人当たりGDP

の水準に比べて非賃金労働者の割合が相対的に高い国であるといえる。

�．非賃金労働者の属性

１．産業別

図表３は，非賃金労働者の産業別構成をまとめたものである。非賃金労働者

が最も多い産業は卸・小売，飲食宿泊業であり，全体の３分の１程度を占めて

いる。これらの産業においては，小売業（２０１１年，１００万３，８００人），飲食・酒
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店業（同年，７３万６，９００人）卸売・商品仲介業（同年，４７万２，８００人）における

（クム・ジェホ，２０１２，p.６７）非賃金労働者が多い。第二に多い産業は農林

漁業で全体の２２％前後を占めている。第三に多い産業は事業，個人，公共サー

ビス業であり，全体の２１％前後を占めている。第四に多い産業は電気，運輸，

通信，金融業であり，全体の８～１０％にすぎない。ただし，運輸業，特に陸上

運送及びパイプ運送業に従事している非賃金労働者が多く，２０１１年時点で５９万

８，２００人である（クム・ジェホ，２０１２，p.６７）。韓国では，卸売・小売業，運

輸業，飲食・宿泊業，不動産業及び賃貸業，個人サービス業など内需産業を中

心に自営業者の割合が高い（キム・ボクスン，２０１１，p.１１）。

図表４は，労働者全体に占める自営業者の割合を産業別にまとめたものであ

る。農林漁業・鉱業の割合が６１％台と最も高い。次に多いのがサービス業であ

る。サービス業のなかでは，運輸業が４５％前後で最も高い割合となっている。

運輸業のほかには，個人サービス業，芸術・スポーツ業，卸売・小売業，不動

産・賃貸業，飲食・宿泊業の割合が高い。芸術・スポーツ業の自営業者の割合

が近年上昇しており，他の産業とは対照的な傾向である。また，韓国では教育

熱の高さから塾通いや家庭教師が盛んに行われていることを背景に，教育サー

ビス業でも２割弱の自営業者が存在する。若年層の自営業者の場合，芸術・ス

ポーツ産業や教育サービス産業に従事している割合が他の年齢層よりも高く，

教育サービス業の若年層自営業者は家庭教師等に関連した仕事の増加が推測さ

れる（チョン・ジェホ，２０１２，p.１１０，１１１）。

零細自営業者の大半は生計維持を目的に自営業を営んでいるが，卸売・小売

業，宿泊・飲食業，運輸・通信業などは特にその傾向が強い。ユン・ジョンス

クほか（２０１０）が「小商工人」（常時労働者数が５人未満の卸売・小売業，飲

食業，宿泊業，サービス業等，あるいは１０人未満の製造業，建設業，運輸業を

営む事業者）を対象に行った調査によると，自営業を始めた動機として「生計

維持のため」と回答した割合は，全産業で８０．２％とかなり高いが，運輸業

（９６．２％），宿泊・飲食業（８８．３％）は全産業よりはるかに高く，小売業

（８１．６％）も全産業より若干上回っている（ユン・ジョンスクほか，２０１０，p.

５，８４）。
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〈図表３〉 非賃金労働者の産業別構成
（単位：千人，％）

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

全体 ７，５７５
（１００．０）

７，５１４
（１００．０）

７，１４１
（１００．０）

６，９５８
（１００．０）

６，９８５
（１００．０）

７，１２５
（１００．０）

●農林漁業 １，７１５
（２２．６）

１，６７９
（２２．３）

１，６２６
（２２．８）

１，５８２
（２２．７）

１，５３９
（２２．０）

１，５５８
（２１．９）

●鉱工業 ５９４
（７．８）

５４９
（７．３）

５４３
（７．６）

５７７
（８．３）

５８３
（８．３）

５５２
（７．７）

―製造業 ５９４
（７．８）

５４７
（７．３）

５３９
（７．５）

５７６
（８．３）

５８２
（８．３）

５５０
（７．７）

●社会間接資本及び
その他サービス業

５，２６７
（６９．５）

５，２８６
（７０．３）

４，９７２
（６９．６）

４，７９８
（６９．０）

４，８６４
（６９．６）

５，０１５
（７０．４）

―建設業 ４２８
（５．７）

３９０
（５．２）

３５７
（５．０）

４０２
（５．８）

３９３
（５．６）

４３８
（６．１）

―卸売・小売，飲
食宿泊業

２，５８２
（３４．１）

２，６１３
（３４．８）

２，４６３
（３４．５）

２，２５２
（３２．４）

２，２９６
（３２．９）

２，３２３
（３２．６）

―事業，個人，公
共サービス業

１，６０５
（２１．２）

１，６０８
（２１．４）

１，５０６
（２１．１）

１，４７４
（２１．２）

１，４４０
（２０．６）

１，５２４
（２１．４）

―電気，運輸，通
信，金融業

６５２
（８．６）

６７５
（９．０）

６４８
（９．１）

６７１
（９．６）

７３５
（１０．５）

７３０
（１０．２）

注：括弧内の数値は全体に対する割合。

出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」各年度。

〈図表４〉 非賃金労働者が労働者全体に占める割合（産業別）
（単位：％）

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１上半期

全体 ２５．８ ２５．３ ２４．３ ２３．５ ２３．０

○農林漁業・鉱業 ６１．１ ６１．３ ６１．１ ６１．５ ６１．７

○建設業 ２１．８ ２０．２ １９．５ ２０．９ ２１．７

○製造業 １１．７ １１．９ １１．６ １１．２ １１．０

○サービス業 ２６．１ ２５．５ ２４．２ ２３．２ ２２．８
―卸売・小売業 ３７．１ ３６．９ ３６．５ ３５．２ ３３．９
―運輸業 ４５．６ ４４．８ ４５．２ ４４．９ ４５．７
―飲食・宿泊業 ３２．０ ３１．３ ３０．５ ２８．６ ２８．６
―不動産・賃貸業 ３５．３ ３６．３ ３３．５ ３０．９ ３２．０
―教育サービス業 １９．６ １８．９ １８．６ １８．５ １８．５
―芸術・スポーツ ３２．２ ３３．１ ３３．６ ３３．７ ３５．０
―個人サービス業 ４４．５ ４３．６ ４１．２ ３９．４ ３９．１
―その他サービス業 ６．４ ６．４ ５．６ ５．７ ５．４

○その他 １．２ ０．６ ０．６ １．３ １．０

原資料：統計庁「経済活動人口調査」。
出所：キム・ボクスン（２０１１），p.１２．
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２．性別

図表５は，性別による非賃金労働者の人口と割合をまとめたものである。ま

ず，非賃金労働者は男性が６割，女性が４割程度の構成になっているが，より

細かく分類すると，自営業者は男性の割合が高いのに対し，無給家族従事者は

〈図表５〉 性別非賃金労働者
（単位：千人，％）

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

〈非賃金労働者〉

全 体
７，５７５

（１００．０）
７，５１４

（１００．０）
７，１４１

（１００．０）
６，９５８

（１００．０）
６，９８５

（１００．０）
７，１２５

（１００．０）

男 性
４，４４０
（５８．６）

４，４１４
（５８．７）

４，２７３
（５９．８）

４，２２３
（６０．７）

４，２３９
（６０．７）

４，３６３
（６１．２）

女 性
３，１３５
（４１．４）

３，０９９
（４１．２）

２，８６８
（４０．２）

２，７３５
（３９．３）

２，７４６
（３９．３）

２，７６２
（３８．８）

〈雇用員がいる自営業者〉

全 体
１，５４７

（１００．０）
１，５０５

（１００．０）
１，４９４

（１００．０）
１，４７７

（１００．０）
１，４９１

（１００．０）
１，５３９

（１００．０）

男 性
１，１９８
（７７．４）

１，１５９
（７７．０）

１，１５６
（７７．４）

１，１４５
（７７．５）

１，１７０
（７８．５）

１，１９５
（７７．６）

女 性
３４９

（２２．６）
３４７

（２３．１）
３３８

（２２．６）
３３２

（２２．５）
３２１

（２１．５）
３４４

（２２．４）

〈雇用員がいない自営業者〉

全 体
４，５７７

（１００．０）
４，５３０

（１００．０）
４，２６６

（１００．０）
４，１５０

（１００．０）
４，１８９

（１００．０）
４，２６５

（１００．０）

男 性
３，０７６
（６７．２）

３，０８３
（６８．１）

２，９３３
（６８．８）

２，８８２
（６９．４）

２，８９４
（６９．１）

２，９８７
（７０．０）

女 性
１，５０１
（３２．８）

１，４４７
（３１．９）

１，３３３
（３１．２）

１，２６８
（３０．６）

１，２９５
（３０．９）

１，２７８
（３０．０）

〈無給家族従事者〉

全 体
１，４５１

（１００．０）
１，４７８

（１００．０）
１，３８１

（１００．０）
１，３３１

（１００．０）
１，３０５

（１００．０）
１，３２２

（１００．０）

男 性
１６６

（１１．４）
１７２

（１１．６）
１８４

（１３．３）
１９６

（１４．７）
１７５

（１３．４）
１８２

（１３．８）

女 性
１，２８５
（８８．６）

１，３０６
（８８．４）

１，１９７
（８６．７）

１，１３５
（８５．３）

１，１３０
（８６．６）

１，１４０
（８６．２）

注：括弧内の数値は全体に対する割合。

出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」各年度。
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女性の割合が高い。自営業者の場合，雇用員がいる自営業者が，そうでない自

営業者より男性の割合が高い。これは，女性自営業者の事業規模が男性よりも

小さいケースが多いことを示唆する。

２００７年８月から２０１２年８月にかけて男女ともに雇用員がいる自営業者，雇用

員がいない自営業者，無給家族従事者の数は減少しており，男女構成比の推移

を見ると，雇用員がいる自営業者，雇用員がいない自営業者，無給家族従事者

全てで女性の割合が低下している。２００７年まで韓国では自営業が没落過程に

あっても女性の自営業者が増加したものの，２００８年以降からは女性自営業者の

規模が縮少している（クム・ジェホ，２０１２，p.６１）。女性自営業者の労働移動

は頻繁であり，自営業者から非労働力人口，非労働力人口から自営業者への双

方の移動の割合が男性よりもはるかに高い（キム・ヨンオク，２０１２，p.７９）。

半面，自営業者から賃金労働者，賃金労働者から自営業者への双方の移動は，

女性が男性より少なく，女性の場合，賃金労働者になっても日雇など不安定な

就労形態に従事するケースが多い（キム・ヨンオク，２０１２，p.７９）。

３．年齢層

図表６は，非賃金労働者の人口を年齢階層別に分類してまとめたものである。

２０１２年８月の場合，以下のような特徴が見られる。第一に，雇用員がいる自営

業者は４０代が最も多く，５０代，３０代，６０代以上，１５～２９歳の順となっており，

３０代・４０代の割合が低下している（２００７年８月６５．８％ →２０１２年８月５７．７％）

半面，５０代・６０代以上の割合が上昇している（２００７年８月３２．０％ →２０１２年

８月３９．７％）。第二に，雇用員がいない自営業者は５０代が最も多く，６０代以上，

４０代，３０代，１５～２９歳の順になっており，３０代・４０代の割合が低下している

（２００７年８月４３．８％ →２０１２年８月３５．８％）半面，５０代・６０代以上の割合が

上昇している（２００７年８月５２．２％ →２０１２年８月６０．６％）。第三に，無給家

族従事者は６０代以上が最も多く，５０代，４０代，３０代，１５～２９歳の順になってお

り，３０代・４０代の割合が低下している（２００７年８月４４．２％ →２０１２年８月

３６．９％）半面，５０代・６０代以上の割合が上昇している（２００７年８月４９．１％ →

２０１２年８月５６．６％）。このように３０代・４０代が占める割合が低下している半面，

５０代・６０代以上が占める割合が上昇しているのは，高齢化によって自営業従事

者の平均年齢が上昇し続けているためである（クム・ジェホ，２０１２，p.６４）。

８５韓国の自営業労働市場に関する一考察



〈図表６〉 年齢階層別非賃金労働者
（単位：千人，％）

Ａ．非賃金労働者

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

全 体
７，５７５

（１００．０）
７，５１４

（１００．０）
７，１４１

（１００．０）
６，９５８

（１００．０）
６，９８５

（１００．０）
７，１２５

（１００．０）

１５～２９歳
３１８

（４．２）
３３５

（４．５）
３０１

（４．２）
２８３

（４．１）
２９４

（４．２）
２８１

（３．９）

３０～３９歳
１，３２７
（１７．５）

１，２０７
（１６．１）

１，０８０
（１５．１）

１，０５５
（１５．２）

９３０
（１３．３）

９６１
（１３．５）

４０～４９歳
２，３３３
（３０．８）

２，３２３
（３０．９）

２，１５１
（３０．１）

２，０１０
（２８．９）

１，９６４
（２８．１）

１，９４１
（２７．２）

５０～５９歳
１，８９７
（２５．０）

１，９４１
（２５．８）

１，９６８
（２７．６）

１，９８８
（２８．６）

２，０８２
（２９．８）

２，１１７
（２９．７）

６０歳以上
１，７０１
（２２．５）

１，７０７
（２２．７）

１，６４０
（２３．０）

１，６２２
（２３．３）

１，７１６
（２４．６）

１，８２５
（２５．６）

Ｂ．雇用員がいる自営業者

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

全 体
１，５４７

（１００．０）
１，５０５

（１００．０）
１，４９４

（１００．０）
１，４７７

（１００．０）
１，４９１

（１００．０）
１，５３９

（１００．０）

１５～２９歳
３６

（２．３）
４７

（３．１）
４２

（２．８）
３１

（２．１）
５２

（３．５）
４１

（２．７）

３０～３９歳
３７７

（２４．４）
３３６

（２２．３）
３１０

（２０．７）
３３９

（２３．０）
２９６

（１９．９）
３０６

（１９．９）

４０～４９歳
６４０

（４１．４）
６２９

（４１．８）
６４１

（４２．９）
５９３

（４０．１）
５８４

（３９．２）
５８１

（３７．８）

５０～５９歳
３７３

（２４．１）
３７７

（２５．０）
３９１

（２６．２）
４１３

（２８．０）
４３７

（２９．３）
４６４

（３０．１）

６０歳以上
１２２

（７．９）
１１８

（７．８）
１１０

（７．４）
１０１

（６．８）
１２２

（８．２）
１４７

（９．６）

Ｃ．雇用員がいない自営業者

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

全 体
４，５７７

（１００．０）
４，５３０

（１００．０）
４，２６６

（１００．０）
４，１５０

（１００．０）
４，１８９

（１００．０）
４，２６５

（１００．０）

１５～２９歳
１８５

（４．０）
２０２

（４．５）
１７２

（４．０）
１５７

（３．８）
１５３

（３．７）
１５５

（３．６）

３０～３９歳
７３５

（１６．１）
６６５

（１４．７）
５９２

（１３．９）
５５１

（１３．３）
４７８

（１１．４）
５０３

（１１．８）

４０～４９歳
１，２６８
（２７．７）

１，２６３
（２７．９）

１，１１７
（２６．２）

１，０６４
（２５．６）

１，０５７
（２５．２）

１，０２３
（２４．０）

５０～５９歳
１，１５９
（２５．３）

１，１７５
（２５．９）

１，２０４
（２８．２）

１，１９５
（２８．８）

１，２６０
（３０．１）

１，２９２
（３０．３）

６０歳以上
１，２３１
（２６．９）

１，２２５
（２７．０）

１，１８１
（２７．７）

１，１８３
（２８．５）

１，２４１
（２９．６）

１，２９１
（３０．３）

Ｄ．無給家族従事者

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

全 体
１，４５１

（１００．０）
１，４７８

（１００．０）
１，３８１

（１００．０）
１，３３１

（１００．０）
１，３０５

（１００．０）
１，３２２

（１００．０）

１５～２９歳
９８

（６．８）
８６

（５．８）
８８

（６．４）
９５

（７．１）
８９

（６．８）
８６

（６．５）

３０～３９歳
２１５

（１４．８）
２０６

（１３．９）
１７９

（１３．０）
１６５

（１２．４）
１５６

（１２．０）
１５２

（１１．５）

４０～４９歳
４２６

（２９．４）
４３２

（２９．２）
３９３

（２８．５）
３５２

（２６．４）
３２３

（２４．８）
３３６

（２５．４）

５０～５９歳
３６６

（２５．２）
３９０

（２６．４）
３７３

（２７．０）
３８０

（２８．５）
３８５

（２９．５）
３６０

（２７．２）

６０歳以上
３４７

（２３．９）
３６５

（２４．７）
３４９

（２５．３）
３３９

（２５．５）
３５２

（２７．０）
３８８

（２９．３）

注：括弧内の数値は全体に対する割合。
出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」各年度。
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４．学歴

図表７は，非賃金労働者の学歴別構成についてまとめたものである。第一に，

２０１２年８月時点における就業上の地位別に学歴構成順位をまとめると以下のと

おりである。雇用員がいる自営業者の場合，�大卒以上，�高卒，�中卒以下

の順，雇用員がいない自営業者の場合，�高卒，�中卒以下，�大卒以上の順，

無給家族従事者の場合，�中卒以下，�高卒，�大卒以上の順にそれぞれ多い。

つまり，「無給家族従事者→雇用員がいない自営業者→雇用員がいる自営業者」

と就業上の地位が変化するにしたがって最も多い学歴が「中卒以下→高卒→大

〈図表７〉 学歴別非賃金労働者

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８
〈非賃金労働者〉
全 体 ７，５７５ ７，５１４ ７，１４１ ６，９５８ ６，９８５ ７，１２５

中 卒 以 下 ２，７９４
（３６．９％）

２，７２５
（３６．３％）

２，５２４
（３５．３％）

２，３９３
（３４．４％）

２，３８５
（３４．１％）

２，３３７
（３２．８％）

高 卒 ３，０９５
（４０．９％）

３，０３６
（４０．４％）

２，８９８
（４０．６％）

２，８５３
（４１．０％）

２，８８６
（４１．３％）

２，９０５
（４０．８％）

大 卒 以 上 １，６８６
（２２．３％）

１，７５３
（２３．３％）

１，７１９
（２４．１％）

１，７１２
（２４．６％）

１，７１５
（２４．６％）

１，８８３
（２６．４％）

〈雇用員がいる自営業者〉
全 体 １，５４７ １，５０５ １，４９４ １，４７７ １，４９１ １，５３９

中 卒 以 下 １８９
（１２．２％）

１９７
（１３．１％）

１７７
（１１．８％）

１６２
（１１．０％）

１６９
（１１．３％）

１４７
（９．６％）

高 卒 ６９７
（４５．１％）

６４６
（４２．９％）

６３７
（４２．６％）

６４８
（４３．９％）

６６３
（４４．５％）

６４７
（４２．０％）

大 卒 以 上 ６６２
（４２．８％）

６６２
（４４．０％）

６８０
（４５．５％）

６６７
（４５．２％）

６６０
（４４．３％）

７４５
（４８．４％）

〈雇用員がいない自営業者〉
全 体 ４，５７７ ４，５３０ ４，２６６ ４，１５０ ４，１８９ ４，２６５

中 卒 以 下 １，８７０
（４０．９％）

１，７８９
（３９．５％）

１，６６７
（３９．１％）

１，５９６
（３８．５％）

１，５８９
（３７．９％）

１，５７９
（３７．０％）

高 卒 １，８５７
（４０．６％）

１，８３４
（４０．５％）

１，７３１
（４０．６％）

１，６９１
（４０．７％）

１，７３３
（４１．４％）

１，７５８
（４１．２％）

大 卒 以 上 ８５０
（１８．６％）

９０７
（２０．０％）

８６７
（２０．３％）

８６３
（２０．８％）

８６７
（２０．７％）

９２７
（２１．７％）

〈無給家族従事者〉
全 体 １，４５１ １，４７８ １，３８１ １，３３１ １，３０５ １，３２２

中 卒 以 下 ７３６
（５０．７％）

７３９
（５０．０％）

６８０
（４９．２％）

６３５
（４７．７％）

６２７
（４８．０％）

６１１
（４６．２％）

高 卒 ５４２
（３７．４％）

５５６
（３７．６％）

５３０
（３８．４％）

５１３
（３８．５％）

４９０
（３７．５％）

５０１
（３７．９％）

大 卒 以 上 １７３
（１１．９％）

１８４
（１２．４％）

１７１
（１２．４％）

１８２
（１３．７％）

１８８
（１４．４％）

２１０
（１５．９％）

出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」各年度。
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卒以上」となっている。第二に，２００７年８月から２０１２年８月にかけて，雇用員

がいる自営業者，雇用員がいない自営業者，無給家族従事者全てにおいて，中

卒以下の割合が低下している半面，大卒以上の割合が上昇している。このよう

な自営業者の学歴上昇現象は，国民の高学歴化に伴う影響が自営業部門にも及

んでいることと，低学歴高齢者が経営難のために自営業から撤退していること

に起因している（クム・ジェホ，２０１２，p.６３）。

�．就労条件

１．事業の持続性

統計庁（２０１１）によると，２００４年から２００９年にかけて新規設立された事業体

のうち，卸売・小売業が２５．２％，宿泊・飲食店業が２０．９％であり，同期間に

休・廃業した事業体は，卸売・小売業が２６．８％，宿泊・飲食店業が２２．１％であ

る。つまり，新規設立，休・廃業を行った事業体の半数近くが上記の２つの産

業で占められている。図表８は，同時期に新規設立された事業体の生存率につ

いてまとめたものである。全産業における新規設立事業体の生存率は，１次年

度７２．６３％，２次年度５６．４７％，３次年度４６．４２％，４次年度３９．１９％，５次年度

３３．４２％となっており，長期間の事業存続が難しい状況が垣間見られる。特に，

事業に関連したキャリアを積まず，起業の準備もなく生計維持型の自営業に参

入した自営業者は，専門性の不足と過当競争によって労働市場から退出する可

能性が高い（キム・ボクスン，２００９，p.２０，２１）。創業準備期間が比較的短い１

卸売・小売業（１次年度７０．８４％，２次年度５４．４０％，３次年度４４．５２％，４次

年度３７．５３％，５次年度３１．６０％）と宿泊・飲食店業（１次年度７１．６１％，２次

年度５４．１３％，３次年度４３．２８％，４次年度３７．７１％，５次年度２９．０８％）の生存

率は，全産業よりも低くなっている。

図表９は，自営業者が現在の仕事を辞めたい理由についてまとめたものであ

１ ユン・ジョンスクほか（２０１０）の調査によると，小売業に従事する小商工人の創

業準備期間は，回答者の６９．８％が６か月未満（１か月未満１９．５％，１～３か月未満

２６．１％，３～６か月未満２４．２％），宿泊・飲食業に従事する小商工人回答者の

７２．５％が６か月未満（１か月未満１６．０％，１～３か月未満２９．１％，３～６か月未満

２７．４％）である（ユン・ジョンスクほか，２０１０，p.９０）。
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る。最も多いのが「展望がない，事業不振」で４６．３％を占めている。次に「個

人的な理由」が２５．５％となっている。「より適性に合う他の仕事のため」は３．４％，

「賃金労働に就業のため」は２．４％と少ない。「賃金労働に就業のため」の割合

が著しく低いのは，自営業者の賃金労働者への転職が困難な状況に置かれてい

ることが一因となっている。図表１０は，「小商工人」が賃金労働者に転職する

際に困難な点についてまとめたものである。最も多いのが「年齢が高い」（第

１順位回答５９．５％，複数回答７１．２％）である。複数回答方式では「学歴差別」

（３５．０％），「技術・能力不足」（３４．２％），「情報不足」（２４．５％）も多い。この

ような背景から，生計維持型自営業者は，生計維持が困難な収入でも代案がな

いために自営業を継続しており，事業を辞めざるを得なくなった場合には非正

規労働者になるケースが多い（クム・ジェホ，２００９b，p.２）。

〈図表８〉 新規事業体の生存率
（単位：％）

１次年度 ２次年度 ３次年度 ４次年度 ５次年度

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 ８０．１７ ７０．５３ ６３．８２ ５６．６７ ４３．３３

鉱 業 ７５．０７ ５８．９４ ４９．４３ ４３．４８ ４２．８６

製 造 業 ７５．０２ ５９．２０ ４９．０５ ４２．２０ ３８．２８

電 気 ・ ガ ス ・ 蒸 気 ・ 水 道 事 業 ７５．３０ ６６．０２ ５９．１８ ４８．８６ ５７．５８

下水・廃棄物処理，燃料再生及び環境復元業 ７１．５９ ５７．０４ ４８．４８ ４５．０４ ４１．１２

建 設 業 ６９．８０ ５１．４９ ４０．９２ ３３．５５ ２７．８３

卸 売 ・ 小 売 業 ７０．８４ ５４．４０ ４４．５２ ３７．５３ ３１．６０

運 輸 業 ７１．５７ ５５．４２ ４５．４１ ３７．３２ ３２．６１

宿 泊 ・ 飲 食 店 業 ７１．６１ ５４．１３ ４３．２８ ３７．７１ ２９．０８

出版・映像・放送通信・情報サービス業 ６１．４５ ４３．５９ ３３．８９ ２８．９４ ２３．３３

金 融 ・ 保 険 業 ７１．５８ ５７．１２ ４９．５０ ４３．４７ ３９．１５

不 動 産 ・ 賃 貸 業 ７２．１５ ５６．７２ ４７．４３ ４０．４４ ３３．５９

専 門 ・ 科 学 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 ７０．２１ ５４．３７ ４４．７４ ３７．９０ ３３．０５

事業施設管理・事業支援サービス業 ６５．２３ ４６．８５ ３７．１４ ３０．５９ ２６．０５

公共行政・国防・社会保障行政 ９１．１０ ８４．９９ ７８．３９ ７３．６６ ７２．１１

教 育 サ ー ビ ス 業 ７７．５４ ６２．５２ ５１．７１ ４３．６３ ３６．４４

保 健 ・ 社 会 福 祉 サ ー ビ ス 業 ８７．９６ ８０．４６ ７４．１９ ６８．５７ ６０．６６

芸術・スポーツ・レジャー関連サービス業 ７１．７５ ５４．８６ ４４．０３ ３５．５７ ３２．１７

協会・団体，修理，その他個人サービス業 ７８．０４ ６３．８３ ５４．４４ ４７．８０ ４１．６０

全 産 業 ７２．６３ ５６．４７ ４６．４２ ３９．１９ ３３．４２

出所：統計庁（２０１１），p.７．
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２．所得水準

自営業者の所得を就業形態別に把握した政府統計は集計されていない。その

理由としては，誠実な所得申告を行わない自営業者が数多くいることや，低所

得水準に止まる零細自営業者が多数存在することが挙げられる（キム・ギョン

アほか，２０１１，p.５７）。韓国労働研究院の「韓国労働パネル調査」は集計者数

の制約で国全体の自営業者の所得状況は説明できないが，就労形態別の所得水

準の相対的な比較が可能である。キム・ギョンアほか（２０１１）は，「韓国労働

〈図表９〉 現在の仕事を辞めたい理由（２０１２年）

出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」（２０１２年８月）．

〈図表１０〉 賃金労働者として就業するのに困難な点

出所：ユン・ジョンスクほか（２０１０），p１５３．
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パネル調査」を利用して自営業者と賃金労働者の月あたり所得についてまとめ

ている（図表１１）。ほとんどの年度で「雇用主」（雇用員のいる自営業者）の所

得が他の就労形態に比べて顕著に高く，次に多いのが正規労働者であり，第三

に多いのが自営者（雇用員のいない自営業者），最も少ないのが非正規労働者

となっている（２００２年度のみ正規労働者と自営者の順位が入れ替わっている）。

また，有田（２００７）が「韓国労働パネル調査」を用いて都市自営業者の所得

規定要因について分析した研究によると，年齢・性別・教育水準が所得に大き

く影響を与えており，男性・４０代前半・高学歴者が多くの所得を得ている。�

章で考察したように，雇用員のいる自営業者は男性，４０代，大卒以上の比率が

高い。上記のキム・ギョンアほか（２０１１）の研究結果も踏まえると，男性，４０

代，大卒以上が事業の成功により所得が増加し，従業員を雇って事業規模を拡

大させる可能性が高いことが示唆される。

他方，零細自営業者の経営状況は特に厳しい状況に置かれている。図表１２は，

２０１０年の小商工人の月平均純利益をまとめたものである。最も回答が多いのが

「１～１００万ウォン」の３０．８％であり，次に多いのが「赤字・無収入」の２６．８％

である。つまり，回答者の５７．６％が深刻な経営状態に陥っている。また，キ

〈図表１１〉 自営業者と賃金労働者の月あたり所得
（単位：万ウォン）

自 営 業 者 賃 金 労 働 者

雇 用 主 自 営 者 全 体 正規労働者 非正規労働者 全 体

１９９８ １７９．０ ７１．７ ９７．０ １２１．２ ６８．３ １１１．１

１９９９ １８５．３ １０２．０ １２７．３ １１５．９ ６４．７ １０２．５

２０００ ２２３．１ １０９．３ １４２．０ １１９．５ ７１．７ １０８．５

２００１ ２７０．８ １３８．０ １７７．４ １３１．１ ７７．８ １１９．４

２００２ ３１４．６ １５３．０ ２０２．５ １４２．６ ８５．４ １３０．１

２００３ ３１９．２ １５４．０ ２０５．９ １５９．６ ８９．８ １４４．９

２００４ ３３９．６ １７３．３ ２２７．６ １７５．０ ９５．４ １５７．４

２００５ ３７９．３ １４９．５ ２１０．３ １８６．０ ９９．４ １６６．６

２００６ ４２９．４ １６４．３ ２３６．３ １９７．７ １０４．２ １７７．０

２００７ ３６１．０ １７５．８ ２３０．１ ２１２．７ １０７．１ １８９．７

２００８ ４０５．３ １７７．１ ２４６．８ ２１９．９ １１０．６ １９６．０

原資料：韓国労働研究院「韓国労働パネル調査」１次～１１次資料（１９９８年～２００８年基準）

出所：キム・ギョンアほか（２０１１），p.５８．
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ム・ソンビンほか（２０１２）がソウル大学・韓国保健社会研究院の『韓国福祉パ

ネル』をもとに算定した「生計型自営業従事者」（所得下位２０％階層のうち自

営業を営む者）の年間個人所得は７０７万５，０００ウォンであり，賃金労働者の年間

個人所得（２，１３２万ウォン）の３８％程度にすぎない（キム・ソンビン，２０１２，

p.３，８）。零細自営業者は，過剰供給状態による事業不振を背景に，所得の低

下や負債の増加２による生活不安をもたらし，新たに自営業を再開して自営業

者が過剰供給になるという悪循環に陥っている（キム・ソンビン，２０１２，p.４）。

３．労働時間・休日

図表１３は，賃金労働者と非賃金労働者の週あたり平均労働時間についてまと

めたものである。賃金労働者，非賃金労働者はいずれも２００８年８月から２０１２年

８月にかけて労働時間が減少している。非賃金労働者の各就労形態における労

働時間を比較すると，�雇用員がいる自営業者，�雇用員がいない自営業者，

�無給家族従事者の順に労働時間が多い。また，非賃金労働者の労働時間は正

規労働者の労働時間を上回っている。

非賃金労働者が正規労働者よりも労働時間が長い原因としては，零細自営業

者の�長い営業時間と�少ない休業日数が挙げられる。まず図表１４は，卸売・

小売業と宿泊・飲食店業における５人未満個人事業体の１日平均営業時間につ

いてまとめたものである。調査対象事業体のうち，１日平均営業時間が８時間

未満と回答した個人事業体は，卸売・小売業が７．２％，宿泊・飲食店業が９．２％

〈図表１２〉 小商工人の月平均純利益
（回答者数：１０，０６９件）

赤字・

無収入

１～１００万

ウォン

１０１～２００万

ウォン

２０１～３００万

ウォン

３０１～４００万

ウォン

４０１万

ウォン以上
平 均

２６．８％ ３０．８％ ２３．４％ ９．９％ ３．５％ ５．６％
１４９．１万

ウォン

出所：ユン・ジョンスクほか（２０１０），p.７６．

２ 自営業者と賃金労働者の家計負債（２０１１年家計金融調査基準）を比較すると以下

のとおりである。自営業者の１世帯平均負債は９，５００万ウォンと賃金労働者（４，６００

万ウォン）の２倍程度の規模となっており，不可分所得対比負債比率も２１９．１％と

賃金労働者（１２５．８％）より大幅に高い（韓国銀行，２０１２，p.４５）。
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にすぎない。卸売・小売業の場合，回答者が最も多い営業時間数は８～１０時間

（３６．６％），第二に多いのが１０～１２時間（３３．０％）であり，宿泊・飲食店業の

場合，回答者が最も多い営業時間数は１０～１２時間（３４．６時間），第二に多いの

が８～１０時間（２７．２％）である。

次に図表１５は，５人未満個人事業体の月間平均休業日数についてまとめたも

のである。全産業の場合，回答者が最も多い休業日数は４～５日（４２．７％）で

あり，第二に多いのが無休（２８．３％）である。月間４～５日の休業が多いのは

週１日休業を行っている事業体が多いことを意味し，週休２日制が幅広く定着

〈図表１３〉 週あたり平均労働時間
（単位：時間）

非賃金労働者 賃金労働者

全 体

雇 用 員

が い る

自営業者

雇 用 員

がいない

自営業者

無給家族

従 事 者
全 体

正 規

労働者

非正規

労働者

２００８．８ ５１．４ ５５．４ ５０．６ ５０．１ ４１．８ ４３．２ ３８．８

２００９．８ ５０．０ ５４．８ ４８．９ ４８．４ ４３．１ ４５．４ ３８．８

２０１０．８ ４９．５ ５３．９ ４８．４ ４７．９ ４３．７ ４６．５ ３８．２

２０１１．８ ４９．４ ５３．６ ４８．５ ４７．５ ４０．５ ４２．８ ３５．９

２０１２．８ ４８．８ ５３．０ ４７．７ ４７．２ ３９．２ ４１．４ ３４．８

出所：統計庁「経済活動人口調査勤労形態別付加調査」；「経済活動人口調査非賃金勤労付加

調査」各年度。

〈図表１４〉 ５人未満個人事業体の１日平均営業時間
（単位：％）

営業時間数 ８時間未満 ８～１０時間 １０～１２時間 １２～１４時間 １４時間以上

●卸売・小売業 ７．２ ３６．６ ３３．０ １２．８ １０．４

―自動車・部品販売業 ４．７ ５３．６ ３３．４ ７．０ １．３

―卸売・商品仲介業 ９．１ ５３．４ ２６．２ ７．９ ３．５

―小売業（自動車除外） ６．７ ３１．２ ３５．０ １４．４ １２．７

●宿泊・飲食店業 ９．２ ２７．２ ３４．６ １６．０ １３．１

―宿泊業 ０．７ １．４ １．６ １．１ ９５．３

―飲食店・酒店業 ９．９ ２９．３ ３７．３ １７．２ ６．１

注：表の数値は，調査対象事業体のうち１日平均営業時間数の各項目に該当する事業体が占

める割合である。

出所：統計庁（２０１２a），p.２３から作成。
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している賃金労働者に比べて休日が少ないことが示唆される。生計維持型自営

業者が多い卸売・小売業と宿泊・飲食店業の場合，全産業よりも休業日数が少

ない事業体の割合が高い。過当競争状態にある零細自営業者が，生計維持のた

めにできる限り休業日を減らし，長時間労働を行っている状況が垣間見られる。

�．社会保険

１．国民年金

国民年金３は，国内に居住する１８歳以上から６０歳未満の国民を加入対象とし，

原則的には地域加入方式と事業場加入方式に分類される。１人以上の労働者を

使用する事業場（就労時間週１５時間未満の労働者を除く）は労働者・使用者と

もに事業場加入方式の適用対象となる。保険料は加入者の月額基準所得（２４万

ウォン～３８９万ウォン）に保険料率を乗じて算出される。保険料率は９％で，

事業加入方式の場合は事業主と労働者が４．５％ずつ折半する。

図表１６は，自営業者と賃金労働者の国民年金加入率についてまとめたもので

ある。雇用員がいる自営業者，雇用員がいない自営業者ともに２００７年８月から

〈図表１５〉 ５人未満個人事業体の月間平均休業日数
（単位：％）

休 業 日 数 無休 １日 ２～３日 ４～５日 ６～７日 ８日以上

全 産 業 ２８．３ ３．８ １１．３ ４２．７ ４．４ ９．５

●卸売・小売業 ３１．２ ４．２ １０．５ ４３．３ ４．０ ６．８

―自動車・部品販売業 １３．６ １．３ ７．５ ６８．５ ４．２ ５．０

―卸売・商品仲介業 １０．２ １．４ ５．４ ６４．２ ７．６ １１．２

―小売業（自動車除外） ３７．９ ５．１ １２．０ ３６．４ ３．０ ５．６

●宿泊・飲食店業 ４２．２ ６．５ １９．９ ２６．８ １．５ ３．０

―宿泊業 ９８．８ ０．１ ０．２ ０．４ ０．１ ０．５

―飲食店・酒店業 ３７．５ ７．０ ２１．６ ２９．１ １．６ ３．２

注：表の数値は，調査対象事業体のうち各項目に該当する事業体が占める割合。

出所：統計庁（２０１２a）p.１８，２２から作成。

３ 国民年金制度の仕組みについては，国民年金管理公団ホームページに詳しく説明

されている。
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２０１２年８月にかけて国民年金加入率が９ポイント上昇しており，正規労働者の

国民年金加入率の上昇幅（４ポイント）よりも大きい。雇用員がいる自営業者

の場合，２００９年８月までは正規労働者よりも国民年金加入率が低かったものの，

２０１０年８月から逆転し，８０％台にまで上昇している。一方，雇用員がいない自

営業者の加入率は雇用者がいる自営業者や正規労働者の加入率より大幅に下

回っている。この格差の原因は，正規労働者は事業所加入方式で自動的に納付

されていることが多く，雇用員がいる自営業者は所得が比較的高いため国民年

金保険料を負担する経済的余裕がある半面，雇用員がいない自営業者の場合は

低所得のなか保険料納付の負担を回避しようとするケースが多いことにあると

考えられる。

国民年金をめぐる自営業者と賃金労働者の格差は加入率だけではない。国民

年金公団によると，２０１０年基準で事業場加入者は平均基準所得が２０５万１，５２８

ウォンであるのに対し，自営業者は１１１万５，２４０ウォンである（インターネット

ソウル経済，２０１２年７月１５日入力記事）。また，２０１０年までの平均保険料納付

期間は，事業場加入者が１０１．３か月であるのに対し，地域加入者は４８．５か月に

すぎない（キム・ギョンアほか，２０１１，p.７６）。したがって，自営業者と賃金

労働者が将来受け取る年金の額は相当なる格差が生じるものと思われる。

〈図表１６〉 国民年金加入率
（単位：％）

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

●雇用員がいる自営業者 ７２．６ ７７．２ ７８．３ ８０．８ ８０．３ ８１．６

―事業場加入 ３１．５ ３４．５ ４０．３ ４１．４ ３９．６ ３７．２

―地域加入 ３６．０ ３７．８ ３３．２ ３５．２ ３６．７ ３９．９

―国民年金・特殊職域年金受給 ５．１ ４．８ ４．８ ４．２ ４．０ ４．５

●雇用員がいない自営業者 ５３．１ ５５．３ ５５．７ ６０．３ ６２．２ ６２．１

―事業場加入 ４．２ ６．０ ６．７ ８．０ ８．０ ７．９

―地域加入 ３７．０ ３６．７ ３４．７ ３６．７ ３９．１ ３８．８

―国民年金・特殊職域年金受給 １１．９ １２．７ １４．３ １５．６ １５．１ １５．５

●正規労働者 ７６．３ ７７．３ ７８．９ ７８．４ ７９．１ ８０．３

●非正規労働者 ４０．０ ３９．０ ３８．２ ３８．１ ３８．２ ３９．０

出所：統計庁「経済活動人口調査勤労形態別付加調査」；「経済活動人口調査非賃金勤労付加

調査」各年度。
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また，国民年金加入方式を比較すると以下のとおりである（図表１６）。雇用

員がいる自営業者は２００８年８月までは地域加入方式が最も多く，２００９年８月か

ら逆転して事業場加入方式が最も多くなったが，２０１２年８月は再び地域加入方

式が最も多くなっている。半面，雇用員がいない自営業者の場合，地域加入方

式が最も多く，事業場加入方式の割合は低い。

２．雇用保険

雇用保険は，１人以上の賃金労働者（６５歳以上の賃金労働者，週１５時間未満

の賃金労働者を除く）を雇用するすべての事業者に適用され，加入が義務づけ

られる。賃金労働者の保険料率は１．１％であり事業主と労働者が折半するが，

雇用安定・職能開発の部分については事業主が全額負担する（税率は従業員数

によって異なる）。一方，自営業者の保険料率は２．０％と賃金労働者より高い

（インターネットソウル経済，２０１２．７．１５入力記事）。

２０１２年１月２２日に自営業者の雇用保険制度が施行された。この制度の概要は

以下のとおりである（雇用労働部，２０１２，p.６）。本人の希望による任意加入

方式であり，加入者は５つの等級から１つを選択して基準報酬４を定める。保

険料は基準報酬の２．２５％，失業給与額は基準報酬の５０％である。失業給与は，

１年以上雇用保険に加入後，加入期間によって異なる給与金額が支給され５，

職業訓練費用の５０～８０％が支援される。また，経営上の困難により廃業が不可

避となった自営業者には事業整理の手続きや転職支援のためのサービスが提供

される。

雇用保険に加入している自営業者は２０１２年７月８日時点で１２，５３１人である

（雇用労働部，２０１２，p.４）。２０１２年７月の自営業者人口は５８６万３千人である

（統計庁，２０１２b，p.３５）ことから，雇用保険に加入している自営業者は極め

て少ないことがわかる。原因としては同年１月下旬から始まったため，制度が

自営業労働市場に十分に浸透していないこと，所得が低い零細自営業者の場合

は保険料負担の経済的余裕がないことなどが考えられる。

４ 基準報酬は，１等級（１５４万ウォン），２等級（１７３万ウォン），３等級（１９２万ウォ

ン），４等級（２１１万ウォン），５等級（２３１万ウォン）である。

５ 失業給与期間は，加入期間が１年以上３年未満で９０日，３年以上５年未満で１２０

日，５年以上１０年未満で１５０日，１０年以上で１８０日となっている。
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〈図表１７〉 雇用員がいる自営業者の労働災害保険加入率
（単位：％）

２００７．８ ２００８．８ ２００９．８ ２０１０．８ ２０１１．８ ２０１２．８

３４．４ ３９．６ ４０．０ ４１．２ ３７．３ ３５．６

出所：統計庁「経済活動人口調査非賃金勤労付加調査」各年度から作成。

３．労働災害保険

労働災害保険は，大統領令で定める一部の産業を除き，１人以上の賃金労働

者（週１５時間未満の就労者を除く）が存在する事業場を加入対象とする。また，

従業員５０人未満の事業体においては事業主も任意方式で保険に加入できる。そ

のため，雇用員がいる零細自営業者の労働災害保険加入は任意となる。保険料

は事業所の労働者全員に支払った年間賃金総額に保険料率を乗じて算出し，保

険料は事業主が全額負担する。保険料率は産業別で異なり，２０１２年は０．７％～

３５．４％である６。雇用員がいない自営業者には一部を除いて労働災害保険の加

入を認めていない（イ・スンニョル，２０１２，p.４５）。

雇用員がいる自営業者の労働災害保険加入率が３～４割台である（図表１７）。

イ・スンニョル（２０１１a）は，２００１年の「韓国労働パネル」を用いて自営業者

が労働災害保険を決定する要因について分析を行った結果，高年齢・低所得で

あるほど労働災害保険に加入しようとする意向が弱いという結論を導き，高所

得自営業者は社会保険加入の順応性が高い半面，低所得自営業者は労働災害保

険の加入を躊躇ったりするものと推測している。

�．おわりに

韓国では，高度経済成長期に入ると非賃金労働者が占める割合が低下してい

たが，９０年代に非賃金労働者の割合の低下は収まり，IMF経済危機が発生する

とリストラされた労働者が自営業部門に移動し，自営業者数は２００２年まで増加

した。しかし，「カード大乱」によって２００３年から国内景気が悪化したことを

契機に非賃金労働者数は減少に転じ，大型スーパーやフランチャイズの進出，

６ 各産業の労働災害保険料率は「２０１２年度事業種類別産業災害補償保険料率」（雇

用労働部告示第２０１１―５６号）を参照されたい。
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世界金融危機の発生により，２０００年代後半は非賃金労働者の減少傾向が続いた。

それでも韓国の非賃金労働者が占める割合はOECD加盟国の中で高い水準であ

る。

韓国における非賃金労働者の特性は以下のとおりである。産業別に見ると，

卸売・小売，飲食宿泊業の非賃金労働者が最も多く，サービス業のなかで労働

者全体に占める非賃金労働者が占める割合が最も高いのは運輸業である。これ

らの産業においては生計維持を目的とする零細自営業者が多い。性別では，自

営業者は男性の割合が高いのに対し，無給家族従事者は女性の割合が高い。自

営業者の場合，雇用員がいる自営業者が，そうでない自営業者より男性が占め

る割合が高い。他方，女性自営業者の労働移動は頻繁であり，近年は女性自営

業者数が減少傾向にある。年齢階層別では，雇用員がいる自営業者は４０代，雇

用員がいない自営業者は５０代，無給家族従事者は６０代以上が最も多い。近年は

高齢化の影響により５０代・６０代以上が占める割合が高まっている。学歴別では，

雇用員がいる自営業者は大卒以上，雇用員がいない自営業者は高卒，無給家族

従事者は中卒以下が最も多い。近年は国民の高学歴化の影響により中卒以下の

割合が低下する一方，大卒以上の割合が高まっている。

自営業者の就労状況は以下のとおりである。韓国では新規に設立された事業

体の生存率は低く，長期間の事業存続が難しい。なかでも，準備期間をあまり

かけずに創業が可能であり，生計維持型自営業者が多い卸売・小売業や宿泊・

飲食店業の生存率が低い。自営業者の所得水準は，雇用員がいる自営業者は正

規労働者よりもはるかに高い半面，雇用員がいない自営業者は正規労働者より

も低い水準になっており，生計維持型自営業者の生活状況が厳しくなっている。

非賃金労働者の労働時間は，雇用員がいる自営業者，雇用員がいない自営業者，

無給家族従事者の順に長いが，いずれも正規労働者より長い。非賃金労働者が

正規労働者より労働時間がないのは，零細自営業者の営業時間が長く，休業日

数も少ないためである。

自営業者の社会保険加入状況は以下のとおりである。国民年金加入率は近年

上昇しているものの，雇用員がいる自営業者とそうでない自営業者の加入率の

格差が見られる。この格差は，所得の格差から影響を受けているものと考えら

れる。また，自営業者と正規労働者を比較すると基準所得と保険納付期間に大

きな開きがあるため，将来受け取る年金額でも相当なる格差が生じるものと思
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